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当組合の目指すもの

　当組合では、平成21年4月から平成23年3月までを計画期
間とした「第14次中期経営計画」をスタートさせました。
　この中期経営計画では、「第13次中期経営計画」に引き続き
「広域型信用組合の特性を生かし、地域のオーダーメイド型金
融機関として地域社会の発展に貢献する」ことを目指しており、
「融資への集中」をテーマとして取り組みを進めてまいります。
　具体的には、「第13次中期経営計画」における活動をファー
ストステージと位置付け、「第14次中期経営計画」ではそれを

より具体的に推進するため、本業を通じて安定した収益を確保
することを最重要目標としたセカンドステージといたしまし
た。経営資源と経営計画の重点目標を融資の推進に重点的に集
中させ「融資への集中」に取り組むとともに、本計画の経営課題
とした「収益の柱の確立」、「資産の健全性向上」、「融資能力の
育成と活用」、「市場リスク管理態勢の強化」、「中小企業金融の
円滑化に向けた取組み」、「地域密着型金融の恒久的取組み」に
取り組んでまいります。

  経営ビジョン

　以上3つの経営理念を踏まえ、「新潟県下の中小企業者、勤労者のため相互扶助の精神に基づく金融の円滑化を通じて経済活動を
促進し、かつ、その経済的地位の向上を図りつつ地域経済の発展に貢献する」ことを基本方針に掲げています。

  経営理念

地元を見つめ、地元とともに歩み、
　　　　　　　地元の発展にベストをつくします。1 社会的使命

健全な経営をモットーとし、地域密着を図り、
　　　　　　　人材の育成と職員の生活向上を目指します。2 経営姿勢

常にフレッシュな感覚と柔軟な発想をもって、
　　　　　　　お客さまの信頼に応えるよう行動します。3 行動規範

経営課題

広域型信用組合の特質を生かし、
地域のオーダーメイド型金融機関として地域社会の発展に貢献する

　収益力の強化は当組合の最重要課題です。安定した収益
を確保するために、融資量の増強と預貸率アップに徹底し
た取り組みを推進し、確固たる収益の柱を確立します。

1 ｢収益の柱｣の確立

　融資実践型教育を充実し、培った融資能力を実践の場で積極的に
活用して実績に繋げてまいります。また、女性職員の業務分野の拡
大と若年層の育成を強化し、融資・営業分野での戦力化を図ります。

3 融資能力の育成と活用

　中小零細企業に係るきめ細かい実態把握を行い、金融の円滑化に
努めるとともに、蓄積してきた経営改善ノウハウを積極的に活用し、
中小零細企業からの要請に対し適切な対応を行います。

5 中小企業金融の円滑化に向けた取組み

　新たな融資先の開拓による健全な融資量アップと取引先
企業への経営改善支援活動の充実、および不良債権の管理・
回収の徹底による資産の健全性向上をめざします。

2 資産の健全性向上

　余資運用による収益確保のため、安全面を重視した適正なリ
スクテイクを行い、リスク管理とリスクテイクの好循環を図りな
がら、安定的かつ効率的な余資運用態勢を強化します。

4 市場リスク管理態勢の強化

　地域密着型金融の取り組みを通じて地域との信頼関係を
築くとともに、地域社会の発展に貢献する取り組みを恒久
的に実施します。

6 地域密着型金融の恒久的取組み

目指す姿
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　平成20年度の県内経済は、前半は原油や穀物などの原材料
価格が高騰したものの、住宅投資は概ね横ばいで推移したほ
か、設備投資も相応の水準を維持しました。また、公共投資は
当初持ち直しの動きがみられたものの再び減少となり、景気は
総じて横ばい圏内の動きとなりました。
　企業の生産活動については、一部に弱めの動きがみられたも
のの、全体としては高い水準となり、個人消費においても、薄
型テレビを中心に家電販売全体で堅調な売れ行きが続きまし
た。また、乗用車販売においては、普通車で前年を上回る販売
になるなど、一時慎重化の動きがみられたものの、底堅く推移
しました。
　後半は米国のサブプライムローン問題に端を発した国際的
な景気減速から、住宅投資や公共投資は減少基調となり、設備
投資には慎重化の動きが広がるなど、輸出の減少や個人消費の
弱含みを受け、企業の景況感も大きく悪化しました。

　企業の生産活動においても、輸出の大幅な減少と国内需要の
落込みにより、幅広い業種で減産の動きが広がり、生産水準は
大幅に低下しました。
　個人消費については、家電販売においてパソコン等の売上げ
が低調であり、最終的には全体で前年並みの水準となりました。
乗用車販売においては、普通車・小型車・軽自動車いずれも前
年割れとなり、衣料品においても、高価格帯商品を中心に動き
が鈍く販売が低調であり、食料品は増勢が鈍化するなど、全体
として弱含んだ動きとなりました。
　金融業界では、政府系金融機関の再編・統合により政策金融
改革が予定どおり実施され、金融の構図が大きく変容するとと
もに、流通・小売業等の異業種からの参入やインターネット・
携帯電話等の特定分野に限定した参入も進み、競争環境が更に
熾烈化しました。

● コア業務純益
コア業務純益は業務純益から債券関係損益と一般貸倒引当金繰入額を控除して算出した中核的な業務純益を表します。

● コアOHR
OHRは、業務粗利益（業務純益 ＋ 一般貸倒引当金繰入額 ＋ 経費）に占める経費の割合で、効率性を表す指標の一つです。コアOHRは業務粗利益から債券関係損益を
控除して算出したもので、債券による損益の影響を除いて表示しております。

  

用
語
解
説

  第14次中期経営計画（2009年4月～2011年3月）

  経営環境

“ 融 資への集中 ”
〈テーマ〉

～広域型信用組合の特質発揮のためのセカンドステージ、預貸率 50%へ～

広域型信用組合の特質を生かし、地域のオーダーメイド型金融機関として地域社会の発展に貢献する

目指す姿

経営課題

● コア業務純益
　　　　 1,000百万円
● 当期純利益
　　   　　 500百万円

● 預金　 　3,620億円
● 貸出金 　1,810億円
● 預貸率　   　 50%

1．業容 2．収益性

● 自己資本比率　8%台

● 不良債権比率　5%台

● コアOHR　85%

3．健全性 4．効率性

計数目標

1．｢収益の柱｣の確立 2．資産の健全性向上 3．融資能力の育成と活用

4．市場リスク管理態勢の強化 5．中小企業金融の円滑化に向けた取組み 6．地域密着型金融の恒久的取組み


